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議案第４号 
 

青森県立学校における学校運営協議会の設置等 

に関する規則の一部を改正する規則案について 
 

１ 提案理由 

  地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴う所要の 

整理を行うため提案するものである。 

 

２ 概要 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部改正に伴い、当該 

規則で引用している法律の条項を改正するもの。 

 

３ 改正案及び新旧対照表 

  別紙のとおり 

 

４ 施行期日 

  令和２年４月１日から施行する。 
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青森県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正す

る規則案 

 
青森県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正する規

則を次のように定める。 

 
青森県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則の一部を改正す

る規則 
青森県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則（平成三十年三月青森

県教育委員会規則第二号）の一部を次のように改正する。 
第一条中「第四十七条の六」を「第四十七条の五」に改める。 

附 則 
この規則は、令和二年四月一日から施行する。 
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青森県立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則 新旧対照表 

 

                    下線部分は改正部分 

改 正 後 改 正 前 

（趣旨） 

第一条 この規則は、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律(昭和三十一

年法律第百六十二号)第四十七条の五

の規定に基づき、青森県立学校にお

ける学校運営協議会(以下「協議会」

という。)の設置等に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

 

（趣旨） 

第一条 この規則は、地方教育行政の組

織及び運営に関する法律(昭和三十一

年法律第百六十二号)第四十七条の六

の規定に基づき、青森県立学校にお

ける学校運営協議会(以下「協議会」

という。)の設置等に関し、必要な事

項を定めるものとする。 
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議案第５号 

    

青森県教育職員免許状に関する規則の一部を 

     改正する規則案について 

 

１ 提案理由 

  教育職員免許法の一部改正に伴う所要の整理を行うため提案するも

のである。 

 

２ 概要 

教育職員免許法の一部改正により、幼保連携型認定こども園の保育

教諭に係る幼稚園教諭免許状授与の要件を緩和する特例期間が５年間

から１０年間に延長されることに伴い、関係規定を改正するもの。 

                                              

３ 改正案及び新旧対照表 

    別紙のとおり 

 

４ 施行期日 

    令和２年４月１日 
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青森県教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則案

青森県教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

青森県教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則

青森県教育職員免許状に関する規則（昭和四十三年八月青森県教育委員会規則第

十三号）の一部を次のように改正する。

附則第三項中「五年」を「十年」に改める｡

附 則

この規則は、令和二年四月一日から施行する。
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青森県教育職員免許状に関する規則 新旧対照表

下線部は改正部分 

改 正 後 改 正 前

附 則 附 則 
１ ～２  略 １～２ 略 
(経過措置) (経過措置) 

３  就学前の子どもに関する教育、 保育等の
総合的な提供の推進に関する法律の一部を
改正する法律( 平成二十四年法律第六十六
号) の施行の日から起算して十年を経過す
る日までの間において、 免許法附則第十八
項の規定により、 幼稚園の教諭の普通免許
状の授与を受けようとする者は、 教育職員
免許状授与申請書に、 第三条第一項第一号
から第三号までに掲げる書類のほか、 次の
各号に掲げる書類を添えて、 教育委員会に
提出しなければならない。  

３  就学前の子どもに関する教育、 保育等の
総合的な提供の推進に関する法律の一部を
改正する法律( 平成二十四年法律第六十六
号) の施行の日から起算して五年を経過す
る日までの間において、 免許法附則第十八
項の規定により、 幼稚園の教諭の普通免許
状の授与を受けようとする者は、 教育職員
免許状授与申請書に、 第三条第一項第一号
から第三号までに掲げる書類のほか、 次の
各号に掲げる書類を添えて、 教育委員会に
提出しなければならない。  

一 人物に関する証明書 一 人物に関する証明書 
二 身体に関する証明書 二 身体に関する証明書 
三 出身学校の卒業又は修了証明書 三 出身学校の卒業又は修了証明書 
四 学力に関する証明書 四 学力に関する証明書 
五 免許法附則第十八項に規定する基礎資

格を有することを証明する書類 
五 免許法附則第十八項に規定する基礎資

格を有することを証明する書類 
六 実務証明書(附則様式) 六 実務証明書(附則様式) 
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議案第６号 
 

青森県立学校管理規則の一部を改正する 

規則案について 
 

１ 提案理由 

  県立学校の教職員の公務旅行等に係る届出の要件の見直しを行うた

め提案するものである。 

 

２ 概要 

県立学校の教職員の負担軽減を図るため、学校又は教職員が行う届出

の要件を次のとおり見直すものである。 

① 公務旅行については、校長の５日以上にわたる県外旅行のみを 

教育長への届出の対象とする。 

② 私事旅行については、校長の８日以上にわたる外国旅行のみを教

育長への届出の対象とする。 

③ 校外における学校行事については、宿泊を伴うもののみを教育委

員会への届出の対象とする。 

④ 対外競技への参加については、教育委員会への届出を廃止する。 

 

３ 改正案及び新旧対照表 

  別紙のとおり 

 

４ 施行期日 

  公布の日から施行する。 
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青森県立学校管理規則の一部を改正する規則案 

 
青森県立学校管理規則の一部を改正する規則を次のように定める。 

 
青森県立学校管理規則の一部を改正する規則 

青森県立学校管理規則（昭和三十二年十一月青森県教育委員会規則第十一号）の一

部を次のように改正する。 
第五条第三項中「前項の」を「次の各号に掲げる」に改め、「その他校外における

行事」を削り、同項に次の各号を加える。 
一 修学旅行 
二 その他校外における行事（対外競技への参加を除く。）のうち宿泊を伴うもの 
第二十四条第二項中「旅行及び所属職員の七日以上にわたる」を「県外」に改め、

同条第三項中「わたる」の下に「県外」を加える。 
第二十五条を次のように改める。 
（私事旅行） 

第二十五条 校長は、私事により八日以上にわたつて外国へ旅行する場合には、あら

かじめ、用務地及び日程を記載の上、教育長に届け出なければならない。 
附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 
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青森県立学校管理規則新旧対照表 

 

                    下線部分は改正部分 

改 正 後 改 正 前 

（学校行事） 

第五条 （略） 

２ （略） 

３ 次の各号に掲げる学校行事を実施す

る場合には、校長は、あらかじめ委員

会に届け出なければならない。 

 一 修学旅行 

 二 その他校外における行事（対外競

技への参加を除く。）のうち宿泊を伴

うもの 

 

（公務旅行） 

第二十四条 （略） 

２ 前項の場合において、第五条第三項

に定める場合を除き、校長の五日以上

にわたる県外旅行は、あらかじめ、教

育長に届け出なければならない。 

 

３ 旅行を命ぜられた職員は、帰着後速

やかに、旅行命令者に復命しなければ

ならない。また、校長の五日以上にわ

たる県外旅行の場合においては、必要

に応じ、教育長に報告しなければなら

ない。 

 

 （私事旅行） 

第二十五条 校長は、私事により八日以

上にわたつて外国へ旅行する場合に

は、あらかじめ、用務地及び日程を記

載の上、教育長に届け出なければなら

ない。 

（学校行事） 

第五条 （略） 

２ （略） 

３ 前項の学校行事その他校外における

行事を実施する場合には、校長は、あ

らかじめ委員会に届け出なければなら

ない。 

 

 

 

 

（公務旅行） 

第二十四条 （略） 

２ 前項の場合において、第五条第三項

に定める場合を除き、校長の五日以上

にわたる旅行及び所属職員の七日以上

にわたる旅行は、あらかじめ、教育長

に届け出なければならない。 

３ 旅行を命ぜられた職員は、帰着後速

やかに、旅行命令者に復命しなければ

ならない。また、校長の五日以上にわ

たる旅行の場合においては、必要に応

じ、教育長に報告しなければならない。 

 

 

 （私事旅行） 

第二十五条 職員は、私事により五日以

上にわたつて旅行する場合には、あら

かじめ、用務地及び日程を記載のうえ、

校長にあつては教育長に、その他の職

員にあつては校長に届け出なければな

らない。 
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議案第７号

学校職員の休暇及び休職に関する取扱規則の一部を

改正する規則案について

１ 提案理由

結核性疾患精密検査証明書等の様式の改正を行うため提案するもの

である。

２ 概要

学校職員が、結核性疾患による病気休暇を受けようとする場合や、

休職を願い出ようとする場合等に提出することとしている結核性疾患

精密検査証明書等の様式について、病気休暇・休職を要する期間や出

勤・復職可能日を記載する欄を設けるほか、所要の整備を行うもので

ある。

３ 改正案及び新旧対照表

別紙のとおり

４ 施行期日

令和２年４月１日から施行する。
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学校職員の休暇及び休職に関する取扱規則の一部を改正する規則案

学校職員の休暇及び休職に関する取扱規則の一部を改正する規則を次のように定

める。

学校職員の休暇及び休職に関する取扱規則の一部を改正する規則

学校職員の休暇及び休職に関する取扱規則（昭和三十六年八月青森県教育委員会

規則第十三号）の一部を次のように改正する。

様式第一号中「年 月 日生」を「年 月 日」に、

「

判定及びその理由 を

」

「

判定及びその理由

病気休暇・休職を要する期間 年 月 日まで に改める。

出 勤 ・ 復 職 可 能 日 年 月 日

」

様式第二号の二中「年 月 日生」を「年 月 日」に、

「

出勤・復職に関する意見

を

」

「

出勤・復職に関する意見
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に、

休職を要する期間 年 月 日まで

出勤・復職可能日 年 月 日

」

を
「※ この精密検査証明書は、密封の上発行してください。

注 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 」

に改める。
「注１ この精密検査証明書は、密封の上発行してください。

２ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４縦長とする。 」

様式第三号中

「

検査の結果上記のとおり診断する。

を
年 月 日

住 所

医師名 印

」

「

年 月 日まで
休 職 を 要 す る

期 間

出勤・復職可能日 年 月 日

に改める。
検査の結果上記のとおり診断する。

年 月 日

所在地

医療機関名

医師氏名 印
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」

様式第四号及び様式第五号中

を
「年 月 日 住 所

医師名 印 」

「年 月 日 所在地

医療機関名 に改める。

医師氏名 印 」

附 則

この規則は、令和２年４月１日から施行する。
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学校職員の休暇及び休職に関する取扱規則　新旧対照表

下線部分は改正部分

改　正　後 改　正　前
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［その他］ 

青森県立高等学校教育改革推進計画基本方針検証会議の 

設置について 

 

１ 設置目的 

  令和５年度から令和９年度までを計画期間とする青森県立高等学校教育改革推

進計画第２期実施計画の策定に当たり、その基本的な考え方を示す青森県立高等

学校教育改革推進計画基本方針（平成２８年８月策定）について改めて確認し、

必要に応じて見直しを図るため、同基本方針検証会議を設置する。 

   

２ 設置期間 

  令和２年４月から５月まで 

（委員の都合によっては３月下旬の設置の可能性あり。） 

 

３ 委員構成 

  青森県立高等学校将来構想検討会議委員の中から選定し１０人以内で構成 

 

４ 検証計画（案） 

 時 期 検討内容等 

第１回 令和２年４月 

上旬 

（３月下旬） 

○青森県立高等学校将来構想検討会議答申を受けた県立

高等学校教育改革の進捗状況確認 

○青森県立高等学校教育改革推進計画基本方針及び第１

期実施計画における進捗状況及び課題確認 

第２回 
令和２年５月 

中旬 
○検証結果の整理 

 
令和２年５月 

下旬 
○県教育委員会への検証結果提出 

 

５ その他 

  会議は公開で行う。 
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参 考 資 料

第３１８回臨時会（令和２年２月）

●議案第５号

青森県教育職員免許状に関する規則の一部を改正する規則案について P１



 

幼稚園教諭免許状授与の要件を緩和する特例について 

 

 

【幼稚園教諭免許状を取得する場合の単位数】 

免許状 基礎資格 
必要 

総単位数 

一種免許状 学士 ５１ 

二種免許状 短期大学士 ３１ 

  

【特例により幼稚園教諭免許状を取得する場合の単位数】 

免許状 基礎資格 
必要 

総単位数 

保育士として 

の勤務年数 

経過措置の 

期間 

 

一種免許状 

学士、かつ、指定

保育士養成施設を

卒業していること

又は保育士試験に

合格していること 

 

８ 

 

 

 

３年以上かつ 

４，３２０時

間以上 

(改正前) 

認定こども園法一部

改正法の施行の日か

ら起算して５年を経

過する日 

(改正後) 

認定こども園法一部

改正法の施行の日か

ら起算して１０年を

経過する日 

 

二種免許状 

指定保育士養成施

設を卒業している

こと又は保育士試

験に合格している

こと 

 

８ 

 

参 考 資 料 

議案第５号関係 
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